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リネットジャパンリサイクル株式会社 

 

 一部料金の価格改定について  

 

 平素は、使用済小型家電の宅配便回収にご協力を賜り厚く御礼申し上げます。 

 

2014 年に宅配便回収サービスを開始して 10 年が経過しました。その間、全国一律のユニ

バーサルサービスとして、排出者にとって「便利」で「あんしん」して利用できるサービス

の提供に取り組んで参りました。 

 

しかしながら、昨今の市場を取り巻く物流コストの高騰・人件費上昇・物価高の影響等に

対して、企業努力だけでは中長期的にコスト上昇を吸収できないほどに事業環境が変化し

ており、一部、価格の見直しが必要な状況にあります。 

 

つきましては、誠に恐れ入りますが、2025 年 4 月 1 日より一部料金の改定を実施するこ

とにいたしました。何卒、ご理解賜りますようお願い申し上げます。詳細については別紙を

ご確認ください。 

※パソコン無料回収・データ消去サービスの料金は、変更ありません。 

 

不明点やご相談事項がございましたら、営業担当までご連絡ください。 

 

今後も引き続き、小型家電リサイクル法におけるリサイクルの普及・促進にご協力を賜れ

ますよう、よろしくお願い申し上げます。 

 

 

 

 

■ 本件に関するお問い合わせ先 
 

リネットジャパンリサイクル（株） 
公共サービス推進部 

水野 / 玉城 / 平野 
 

TEL：０５２－５８９－２２９５ 
Mail：recycle_jichitai@renet.jp 



（別紙１）価格改定の詳細 

 

 

回収料金およびオプションサービス料金について、2025 年 4 月 1 日 0:00 以降の申込分

より新価格を適用いたします。変更箇所は太字・下線部分となります。 

※パソコン無料回収・データ消去サービスの料金は、変更ありません。 

 

■ 回収料金 

項目 現行価格 新価格 

2025 年 4 月 1 日以降 

回収料金 

※パソコンを含む場合 

無料 

※2 箱目以降は 1 箱 1,600 円（税込 1,760 円） 

無料 

※2 箱目以降は 1 箱 1,680 円（税込 1,848 円） 

回収料金 

※パソコンを含まない場合 

1 箱 1,600 円 

（税込 1,760 円/箱） 

1 箱 1,680 円 

（税込 1,848 円/箱） 

 

■ オプションサービス料金 

項目 現行価格 新価格 

2025 年 4 月 1 日以降 

消去証明書の郵送 1 台 500 円 

（税込 550 円/台） 

1 台 528 円 

（税込 581 円/台） 

CRT モニター 

回収・処分費用 

1 台 3,000 円 

（税込 3,300 円/台） 

1 台 3,880 円 

（税込 4,268 円/台） 

ダンボール 

事前配送サービス 

1 箱 448 円 

（税込 493 円/箱） 

1 箱 498 円 

（税込 548 円/通） 

 

なお、パソコン回収料金（送料＋リサイクル料）は、従来通り無料を継続します。また、

家電 4 品_回収サイト（ https://www.renet.jp/sg-renet/ ）から小型家電の回収をご依頼の

場合も、上記と同様の価格改定を実施いたします（家電４品目の回収料金は変更なし） 

 

 

https://www.renet.jp/sg-renet/


（別紙２）広報物について 

 

 

広報物につきましては、以下の通りご確認をお願いします。 

 

 

■住民用の案内チラシ 

2025 年 4 月 1 日以降に使用いただける「価格改定版のチラシ」を無償でご用意します。 

・年度替わりに配布するごみ分別案内（冊子・カレンダー）等へ同梱配布 

 ・広報誌折り込みやポスティング等による全戸配布 

 ・自治会の回覧板等による回覧配布 

 ・転入者や窓口等での配布 

など、配布方法に応じて必要部数を印刷・納品致しますので、恐れ入りますが、担当まで 

必要部数等のご連絡をお願い致します。 

 

■ごみ分別案内・HP 等への掲載 

ごみ分別案内（冊子・カレンダー）や自治体 HP 等へ料金を掲載いただいている自治体様 

におかれましては、掲載内容のご調整をお願い致します。 

  ※自治体 HP については 2025 年４月 1 日以降に変更となるよう、お願いします。 

 

■FAX 申込の用紙 

FAX 申込専用用紙を活用いただいている自治体様におかれましては、 

「2025 年 4 月 1 日以降版」を 2025 年 1 月末までに別途ご連絡させていただきます。 

 

 

以上 


